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【法令名】 

○ 金融商品取引法施行令等の一部を改正する政令 

 

【掲載官報】 平成 22 年 12 月 27 日 号外第 275 号 8 ページ 

【法令番号】 平成 22 年 12 月 27 日 政令第 255 号 

【管轄省庁】 金融庁 

【施行期日】 金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 22年法律第 32 号）の施行の日（平成 23 年 4 月 1 日）から施行 

【制定の根拠】 関係法律の規定 

【法令のあらまし】 一 金融商品取引法施行令の一部改正関係 

 １ 清算関連の基盤整備に係る諸制度 

  (一) 国内清算機関の最低資本金の額を 10億円とする。（第 19条の 4の 2関係） 

  (二) 外国清算機関が我が国金融機関を相手方として、直接に、又は国内清算機関と連携して、清算業務を行う

ための免許又は認可に必要な金融商品債務引受業と同種類の業務の経験年数を 3年とする。（第 19条の 4の 4及び

第 19条の 4の 5関係） 

  (三) 外国清算機関が清算を行う取引のうち、我が国資本市場への影響が軽微なものとして金融庁長官が指定す

る取引について、金融商品債務引受業に関する規制の適用除外とする。（第 1条の 18 の 2 及び第 1条の 19 関係） 

 ２ 一定規模以上の第一種金融商品取引業者に対する連結規制・監督の導入等 

  (一) 連結規制・監督の対象となる第一種金融商品取引業者の総資産の基準額を 1兆円とする。（第 17条の 2

の 2関係） 

  (二) 監督対象となる子法人等の範囲として、その子会社等及び関連会社等を定める。（第 15条の 16 の 2 及び

第 17条の 2の 4関係） 

  (三) 特別金融商品取引業者、指定親会社等に係る書類の提出期限等を定める。（第 17条の 2の 3及び第 17

条の 2の 5～第 17 条の 2の 11 関係） 
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 ３ ヘッジ・ファンド規制 

 外国投資信託を設定・指図する運用形態を投資運用業に追加する。（第 1条の 11関係） 

 ４ デリバティブ取引に対する不招請勧誘規制等の見直し 

 個人向けの店頭デリバティブ取引全般について不招請勧誘を禁止し、これに合わせ、再勧誘の禁止及び勧誘受諾意

思確認義務についても同様に対象範囲を拡大する。（第 16条の 4関係） 

 ５ 不動産デリバティブ取引に対する規制の導入 

 デリバティブ取引の参照指標に行政機関や不動産関連業務を行う団体が発表・提供する不動産インデックス・不動

産価格等を追加する。（第 1条の 18 関係） 

二 関係政令の一部改正関係 

 金融庁組織令及び金融庁設置法第 4条第 3号ノに規定する指定紛争解決機関を定める政令について、所要の規定の

整備を行う。 

【改正される法令】 金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号） 

金融庁組織令（平成 10年政令第 392 号） 

金融庁設置法第 4 条第 3号ノに規定する指定紛争解決機関を定める政令（平 21年政令第 308 号） 

 

 


